
①　計画　（Plan）

②　実施　（Do）

③　振り返り（Check）

④　改善（Ａｃｔｉｏｎ）

【参考資料】　　

※事業の取組内容・成果がわかる写真や図・グラフ等 説明

事業実施上の課題

（事業担当者記入）
南海トラフ地震津波に関する各種計画・マニュアル等の策定・見直しが必要である。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

南海トラフ地震対策推進計画の素案の準備ができた。また、伊佐市との交流により協力体制が強化

された。

2020年度方向性
引き続き、応援体制等の確認を行う。（伊佐市と長浜市を隔年で訪問する。）

防災マップを作成し、全戸配布する。

事業の意図 発災後の避難生活や被害軽減を図る。

事業の実績

と

成果

取組内容 伊佐市との情報交換会を行った。伊佐市震災対策訓練を視察した。

成　果
お互いの現状を把握することができ、災害時の情報共有体制ができた。

南海トラフ地震対策推進計画の素案を作成した。

事業名 南海トラフ地震防災対策事業 総事業費 183 千円

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化



①　計画　（Plan）

②　実施　（Do）

③　振り返り（Check）

④　改善（Ａｃｔｉｏｎ）

【参考資料】　　

※事業の取組内容・成果がわかる写真や図・グラフ等 説明

事業実施上の課題

（事業担当者記入）

システム維持管理の委託料が高い。

未回収の個別受信機がある。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

防災行政無線施設を整備するとともに、撤去作業など新しい体制への移行がすべて完了した。

2020年度方向性 引き続き、適切なシステムの維持管理に努める

事業の意図 防災災害情報を確実に伝達する

事業の実績

と

成果

取組内容
防災情報システムの維持管理

旧防災行政無線の解体工事

成　果
業者による点検等により、適切な維持管理ができた。

すべての解体が完了した。

事業名 防災行政無線（デジタル化）維持管理事業 総事業費 49,204 千円

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化



①　計画　（Plan）

②　実施　（Do）

③　振り返り（Check）

④　改善（Ａｃｔｉｏｎ）

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化

事業名 急傾斜地崩壊対策（負担金）事業 総事業費 2,500 千円

事業の意図 災害時での危険区域の住民の安全確保を行う。

事業の実績

と

成果

取組内容 県担当者との協議及び地元調整を行う。

成　果 安全対策を講じることで、受益者の安心・安全な生活環境が確保できる。

事業実施上の課題

（事業担当者記入）
対策費用の増大に伴う負担金が継続的に発生する。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

防災対策の負担金で、適正に執行されている。

2020年度方向性 急傾斜崩壊対策事業として整備するもので、災害時の危険区域の住民の安全確保を行う。

【参考資料】　　

※事業の取組内容・成果がわかる写真や図・グラフ等 説明



①　計画　（Plan）

②　実施　（Do）

③　振り返り（Check）

④　改善（Ａｃｔｉｏｎ）

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化

事業名 県単砂防（負担金）事業 総事業費 1,000 千円

事業の意図 災害時での危険区域の住民の安全確保を行う。

事業の実績

と

成果

取組内容 県担当者との協議及び地元調整を行う。

成　果 安全対策を講じることで、区域住民の安心・安全な生活環境が確保できる。

事業実施上の課題

（事業担当者記入）
対策費用の伴う負担金が継続的に発生する。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

防災対策の負担金で、適正に執行されている。

2020年度方向性 土砂崩壊対策事業として整備するもので、災害時の危険区域の住民の安全確保を行う。

【参考資料】　　

※事業の取組内容・成果がわかる写真や図・グラフ等 説明



①　計画　（Plan）

②　実施　（Do）

③　振り返り（Check）

④　改善（Ａｃｔｉｏｎ）

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化

事業名 県単市町村急傾斜地崩壊対策事業 総事業費 5,000 千円

事業の意図 災害時での危険区域の住民の安全確保を行う。

事業の実績

と

成果

取組内容 急傾斜地崩壊の危険区域に指定してある法面の対策工事を実施する。

成　果 安全対策を講じることで、受益者の安心・安全な生活環境が確保できる。

事業実施上の課題

（事業担当者記入）
地元住民への周知や土地の無償譲渡を行う必要がある。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

防災対策として、早期完了を目指すものである。

2020年度方向性 急傾斜崩壊対策事業として整備するもので、災害時の危険区域の住民の安全確保を行う。

【参考資料】　　

※事業の取組内容・成果がわかる写真や図・グラフ等 説明


